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第１章 計画の策定にあたって 

 

 

１ 計画策定の背景 

 

一般廃棄物（ごみ）処理基本計画は、長期的視点に立った一般廃棄物処理の

基本方針となる計画です。  

本市では昭和 63 年３月に計画を策定し、その後随時改定を行ってきました

が、三浦市とのごみ処理広域化、横須賀ごみ処理施設の稼働を主な目標とした

前計画が終わりを迎えたため、内容を見直し、令和４年３月に新しい計画を策

定しました。 

この計画では、高齢化や人口減への対応や、食品ロス、プラスチックごみな

どの課題に関する施策を重点的に進めるとともに、自然災害に伴う災害廃棄物

への対応など、様々な取り組みによって目標の達成を目指していますが、計画

期間の経過に伴う社会情勢の変化や、本市における近年のごみ排出傾向等を踏

まえ、計画の見直し改定を行いました。 

本計画では廃棄物の課題や処理について市民、事業者、市が「自分ごと」と

して捉え、互いに連携し、廃棄物の減量化、資源化、適正な処理を行う循環型

社会の実現を目指していきます。 

 

 

２ 計画の位置付け 

 

本計画は「廃棄物の処理及び清掃に関する法律第６条第１項」及び「廃棄

物の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例第６条」の規定に基づき策

定するものです。 

この計画は国および神奈川県の法令や計画、横須賀市全体の計画と関連し結

びついています。 

「横須賀市」としての基本構想・基本計画があり、この総合計画の分野別

計画に位置する横須賀市環境基本計画があります。横須賀市環境基本計画は、

横須賀市基本構想に示されるさまざまな施策の方向を「環境」の分野から支

援する計画です。一般廃棄物（ごみ）処理基本計画は横須賀市環境基本計画

と密接に結びついており、廃棄物分野における個別の計画として位置付けら

れています。 
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◆一般廃棄物（ごみ）処理基本計画と他の計画との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１ 計画の位置付け 

 

横須賀市基本構想・基本計画 

（YOKOSUKAビジョン 2030） 

横須賀市環境基本計画 

 

 

横須賀市総合計画 

横須賀市一般廃棄物処理基本計画 

廃棄物の減量化、資源化及び 

適正処理等に関する条例 

（第６条） 

 

一般廃棄物（ごみ）収集計画 

一般廃棄物（ごみ）処理基本計画 

生活排水処理基本計画 

廃棄物の処理及び 

清掃に関する法律 

（第６条第１項） 

 

容器包装廃棄物分別収集計画 

 

一般廃棄物（ごみ）処理実施計画 

 

災害廃棄物等処理計画 

 

横須賀市三浦市ごみ処理広域化基本計画 
 

食品ロス削減推進計画 

 

プラスチック再商品化計画 

 

横須賀市三浦市ごみ処理広域化実施計画 
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３ 本市の概況（人口・世帯数） 

 

（１）人口の見通し 

① 将来推計人口 総数 

下図は平成 27年（2015年）の国勢調査結果を基準とした将来推計人口

の推移です。本市の人口は今後も減少傾向が続き、令和 12年（2030年）

には約 35万人になることが見込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－２ 横須賀市の人口推移 
 

出所：YOKOSUKAビジョン 2030  

 

② 将来推計人口 年齢４区分 

将来の人口を４区分（年少人口（０～14 歳）、生産年齢人口（15～64

歳）、老年人口（65～74歳、75歳以上））でみると、年少人口、生産年齢

人口の割合については減少が続くことが予測されるなか、老年人口のう

ち 75歳以上の人口割合については増加することが見込まれます。 

 

表１－１ 年齢階級別人口割合 

 平成 27年 

（2015年） 

令和２年 

（2020年） 

令和７年 

（2025年） 

令和 12年 

（2030年） 

年少人口 0～14歳 11.5 10.5  9.9  9.6 

生産年齢人口 15～64歳 58.8 57.3 57.5 56.8 

老年人口 
65～74歳 15.8 14.9 12.3 12.4 

75歳以上 13.9 17.3 20.3 21.2 

出所：YOKOSUKAビジョン 2030

（単位：％） 
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（２）世帯数の推移 

平成12年から令和２年までの国勢調査に基づく一般世帯数および単身世

帯数を下図に示します。単身世帯数の増加により、一般世帯数は概ね増加

傾向にあります。また、65歳以上の単身世帯が占める割合も増加していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－３ 一般世帯数と一般世帯における単身世帯数の推移 

注）グラフ中の％表示は単身世帯数に対する 65歳以上の単身世帯の割合を示します。 

資料：国勢調査 


